
 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 1.6％高と続伸、今週は「北朝鮮リスク」に注意か 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 1.6％高と続伸。高値圏で上値を試す展開となった。前週に大きく上昇した後で目先の利益を確定す

る売りも出やすかったが、好調な米株相場や半導体需要の回復期待などを背景に買い優勢の展開。サムスン電子や SKハ

イニックスへの買いなどが相場を支える中、20日には終値ベー

スで節目の 2200 ポイントを上回り、今年 5 月 2 日以来、およ

そ 7 カ月半ぶりの高値で引けた。今週は 25 日が聖誕節（クリ

スマス）の祝日で休場となり 4日間の取引。市場参加者が減り、

薄商いとなる中で方向感に欠ける展開が予想される。一方、非

核化交渉で不満をみせる北朝鮮が米国への「クリスマスプレゼ

ント」として「何らかの措置」をとる可能性を示唆している。

地政学リスクが急速に高まる可能性にも注意しておきたい。 

 

【ロシア】 RTS指数は週間で 1.5％高と 3週続伸、今週は利益確定売りが強まるか 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は週間で 1.5％高と 3 週続伸。原油高・ルーブル高や米中通商協議の進展、良好な経済指標が好感され

た。米中通商協議「第 1 段階」の合意文書への署名が 1 月上旬に行われる見通しが強まり、それに伴い原油価格も底堅

く推移。ルーブルが対ドルで 2018 年 7 月以来の水準に上昇し

たほか、強い内容の 11 月の実質賃金や小売売上高も支援とな

った。指数は前週の 11日から 18日まで 6日続伸。19日は小幅

に反落したものの、20 日は反発し、終値で 1523.77 ドルと 6

年 9 カ月ぶりの高値を更新した。個別銘柄では、天然ガスのノ

バテク（2.6％高）、ガスプロム（2.4％高）、金融のズベルバン

ク（1.5％高）などの上昇が指数を押し上げた。今週は高値警戒

感が意識される中、年末を控えて利益確定売りが強まるか。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は 1.0％安と反落、今週は生産設備移転の鈍化懸念が重

しか 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は週間で 1.0％安と反落。米中通商協議の進展を受け、中国からの企業移転を通じたベトナム経済振興への期

待が後退し、相場の重しとなった。米中通商交渉の「第 1段階」合意文書への署名が 1月上旬に行われる見通しとなり、

協議が一段と進展するとの見方が広がった。米中関係の悪化で

中国の生産拠点のベトナム移転が経済発展の追い風になって

いるが、米中の関係改善で摩擦の恩恵を受ける不動産やインフ

ラの関連株が売られた。指数は 18日に 951.13ポイントと 6月

28 日以来の水準まで下落。個別銘柄ではビンホームズ（5.5％

安）、マッサングループ（5.2％安）、ペトロベトナム・ガス（2.0％

安）などが指数を押し下げた。今週も米中関係改善の見通しを

背景に中国からの生産設備移転が鈍化するとの懸念が重しか。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 1.4％

高、18日に終値で 7週間ぶりの高値更新 

ジャカルタ総合指数は週間で 1.4％高と 3 週続伸。週初に終

値で約 6 週間ぶりに 6200 ポイントに乗せると、その後もおお

むね堅調に推移した。16日は 11月の貿易赤字が 4月以来の最

高額に増加したものの影響は軽微で、指数は続伸。18日には終

値で 7週間ぶりの高値を更新したが、19日は中央銀行が政策金

利を据え置いたことが売り材料となり、5 営業日ぶりに反落し

た。20日は米中貿易協議の「第 1段階」の合意について、ムニ

ューシン米財務長官が 1月に署名すると述べた効果で反発して

いる。今週は国内の経済イベントが少ない中、前週の勢いが続

くかが焦点。24－25日はクリスマスの祝日で休場となる。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

0.1％安、11月の非石油地場輸出は 9カ月連続の前年割れ 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.1％安と小幅ながら 3 週

ぶりに反落。週末に上昇したが補えなかった。週初の 16日に 4

営業日ぶりに反落すると、17 日は 11 月の非石油地場輸出が前

年同月比 5.9％減と 9 カ月連続で前年割れするなど、買い材料

に乏しく続落。その後も 3200 ポイントを挟んだもみ合いが続

いたが、20日は前日に中国財務省が米国製品に対する関税免除

品目を新たに公表した効果で上昇した。今週は 23日の 11月の

CPIに続き、26日には鉱工業生産が発表される予定。外部要因

では中国の 11 月の工業部門企業利益が意識されそうだ。24 日

はクリスマスイブのため半日立ち合い、25日は休場となる。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 0.1％安、今週は

11月の経済指標に注目 

SET指数は週間で 0.1％安と反落。週初の下落が響いた。16

日は中央銀行が 18 日に開催する定例会合で、今年の経済成長

率の見通しを再び下方修正するとの見方が広がった影響で、指

数は前営業日比 1.5％安と 3 営業日ぶりに反落。18 日は GDP

成長率の予想が引き下げられたものの、11月の米住宅着工件数

と建設許可件数がそろって市場予想から上振れし、世界経済の

減速懸念が弱まった効果で前日比 1.0％高と反発した。19－20

日は 1570ポイントを挟んでもみ合っている。今週は 23日に発

表が遅れた 11 月の貿易統計（通関ベース）に対する市場の反

応が焦点となるほか、25日には鉱工業生産が発表される予定。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

2.5％高、今週はお化粧買いの継続に期待 

クアラルンプール総合指数は週間で 2.5％高と 3 週続伸。お

おむね好調な値動きで、週末に終値で節目の 1600 ポイントに

到達した。週初の 16 日は米中貿易交渉の第 1 段階合意後の動

向に対する警戒感から売られ、指数は 4営業日ぶりに反落。た

だ、17 日に反発すると、18 日は引け際に買いが集中し、終値

で前日比 1.4％高と続伸した。19日は米下院本会議でトランプ

大統領の弾劾訴追が決議された影響で反落した一方、20日は年

末に向けたお化粧買いで買い優勢となり、終値で約 4カ月ぶり

の高値を更新して引けている。今週は前週末の勢いが継続すれ

ば、さらに上値を追う展開か。25日はクリスマスのため休場。 
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